
第 6 章 5 項目による評価

6-1妥当性

：プロジェクトは現在でも妥当である。

項目 評価  

1. 必要性  
(1) ブラジルの

ニーズとの

整合性 

上位目標 (「衛星画像に基づく違法伐採に係る技術情報を基に、取締りが強化される」)は
ブラジルのニーズに合致している。 
 ブラジル政府は1970年代より森林伐採のモニタリングに衛星画像を利用している。し

かしながら、光学システムを利用する衛星画像を通したモニタリングは、1年のうち5
ヶ月近く雲に覆われているアマゾン地域の森林の状況の把握には限界があるが、

ALOS/PALSAR画像を利用することにより、雲の下の状況を把握することが可能にな

る。  
(2) 実施機関の

ニーズとの

整合性 

プロジェクト目標(「ALOS/PALSAR画像に基づくブラジル・アマゾンにおける違法伐採に

係る技術情報が取締りのために提供される」)は実施機関 (INC/DITEC/DPF 及び 
CSR/DIPRO/IBAMA)のニーズに合致している。 
 
 DPF は、従来から、違法伐採を含む環境犯罪の鑑定書作成に衛星画像を利用してきて

いる。また、2007年以降、アマゾン地域の違法伐採取り締まりを目的とする「火のア

ーク (“Arch de Fogo“)」作戦を組織的に展開している。  
 IBAMA はブラジルにおいて、環境モニタリングの調整を担当しており、CSR のミッ

ションは、地理的処理技術・方法を使って、環境情報を生産・体系化・管理・提供す

ることである。 

2.優先度 
(1) ブラジルの

国家開発計

画・政策との

整合性 

上位目標はブラジルの国家開発計画と整合性がある。 
 ブラジル政府の最新の多年度計画(2008-2011)において、自然資源の保全と持続的利用

の重要性が強調されている。  
 2004年以降、大統領令3号（2003年）に基づき、13省庁が共同して実施している「森

林伐採・火災の防止・抑制行動計画 (PPCDAM)」において、ほぼリアル他有無で森林

伐採状況を捉える衛星モニタリングシステムであるDETER (リアルタイム森林伐採発

見)が導入されている。 
(2) 日本の ODA

政 策 と の 

整合性 

上位目標は日本のODA政策と整合性がある。 
 日本政府のODA大綱によれば、「地球温暖化及び環境問題」は優先課題の一つである。 
 日本政府の中期ODA 政策（2005 年）において、環境セクターは国際協力における最

重要セクターの一つとされている。 
3.手段としての

適切性 
(1) 日本の技術的

優位性 
日本の技術的優位性は存在する。 
 ブラジル側のプロジェクト・スタッフの専門家チームへの評価及び彼らの技術能力の

向上度に鑑み、ALOS/PALSAR画像を利用した森林伐採モニタリングにおいて、日本

の技術的優位性はあると確認される。  
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6-2 有効性 (予測) 
：有効性は確保されるとみられる。 

項目 評価  

1.プロジェクト目

標の達成状況

とアウトプッ

トの貢献度 

指標の達成度から判断すると、プロジェクト目標は、その達成に向けて、ほぼ計画通りに

進捗している。プロジェクト目標はブラジル側・日本側双方の継続的な努力により、プロ

ジェクト終了までに達成されるとみられる(詳細は第 4 章のプロジェクト目標の実績を参

照)。 
 
また、プロジェクト目標とアウトプットの間には論理的整合性が存在する。アウトプット

は、現時点でその達成度に違いはあるが、それぞれプロジェクト目標の達成に貢献してき

た。 
2.外部条件  外部条件A 「DPF 及び/あるいは IBAMA にプロジェクト実施に影響を与えるような

大幅な組織変更がない」：これまでのところ、プロジェクトに不利なDPF及び IBAMA
の組織変更はなく、外部条件は満たされている。 

 外部条件Ｂ「DPF 及び/あるいは IBAMA の衛星モニタリング予算が大幅に減少しな

い」：これまでのところ、満たされている。 
3. その他の促

進・阻害要因

 

特になし。 

 
6-3 効率性 
：プロジェクトは概ね効率的であったと考えられる。 

項目 評価  

1.アウトプットの

産出状況 
指標の達成度及び活動の進捗度から判断すると、アウトプットは、概ね計画通り産出さ

れつつあると考えられる。(詳細は第4章、第5章参照) 
 
 アウトプット 1:アウトプット１の進捗度は計画通りであり、アウトプットは半ば産

出されている。2009 年 12 月以降、ALOS/PALSAR 画像の多時期合成不良はゼロ

になっている。森林伐採発見手法（判読ガイド、森林分類ツール、変化発見ツール）

は 2009 年末までに開発され、現在、改善中である。IBAMA 用の森林伐採地発見

技術マニュアル及びDPF用のALOS画像を用いた鑑定書作成技術マニュアルの初

版作成は進行中であり、2011年3月までに完成されると見込みである。2011年 
4月までに、IBAMA用マニュアル初版は、環境分析官が利用できるようにSISCOM
にアップロードされ、DPF用マニュアル初版は、犯罪科学捜査官が利用できるよう

に InteliGEOにアップロードされる見込みである。 
 アウトプット 2: アウトプット 2 は部分的に産出されているが、産出レベルは予測

より低い。プロジェクトによって開発された DPF の情報共有メカニズム

(InteliGEO)は 、2010年9月に、全国の犯罪科学捜査官に公開されたが、世界的経

済危機に起因する必要機材の調達の遅れにより、公開は計画より約9ヶ月遅れた。

また、InteliGEO は公開されたが、ALOS/PALSAR の高画質画像の調達が手続き

上の理由で2010年8月まで遅れたことにより、同画像を利用/参照した違法伐採鑑

定書は、未だに作成/共有されていない。一方、法定アマゾン9州の IBAMA地方事

務所は、2009 年 12 月以降、本部の INDICAR/SISCOM とリンクされており、

IBAMA によれば、少なくとも 9 州中 8 州の事務所は INDICAR/SISCOM にアッ

プロードされた森林伐採地情報を活用した実績があるという。しかしながら、発見

された森林伐採地に関する現地調査結果の本部へのフィードバックは 10％未満だ

という。IBAMA では、地方事務所からのフィードバックを確保するために、誰が
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項目 評価  

情報をダウンロードし、誰がフィードバックを返していないかを追跡できるフィー

ドバック・システムを構築中である。  
 アウトプット 3: アウトプット 3 の進捗度はほぼ計画通りであり、アウトプットは

半ば産出されている。2009 年 12 月までに、IBAMA/DPF を対象とした

ALOS/PALSAR画像の一般的利用に関する基礎・上級コースが開発された（カリキ

ュラム・教材を含む）。これまで、3 つの研修（基礎コース 2、上級コース 1）が実

施され、合計46名（DPF犯罪科学捜査官21名、IBAMA環境分析官25名）の研

修生が IBAMAの研修修了書を受領した。体系的な研修モニタリング・評価は行わ

れていないが、研修生からのインフォーマルなフィードバックは次回以降の研修計

画に活用されている。 
2.外部条件  外部条件A 「主要なプロジェクト・スタッフが他機関・部署に異動しない」：DPF

のプロジェクト・マネージャーは2009年12月に国立警察学校に異動になったが、

後任としては、計画段階からプロジェクトに関与していた人物が即時に任命された。

また、IBAMA のプロジェクト・マネージャーにも交替があったが、後任は即時に

任命されている。  
3.投入の適切さ  
(1)ブラジル側  
(a) プ ロ ジ ェ ク

ト・スタッフ 
 タイミング・期間・人数:  
・ 概ね適切。   
・ 情報共有/伝達分野（アウトプット 2）において、DPF では、2010 年 3 月まで

ITを専門とするスタッフが配置されなかった。それまでのプロジェクト活動は、

主として、ITを専門としないDPFの既存のプロジェクト・スタッフが、IBAMA
の ITスペシャリストや専門家チームの支援を受けながら行った。時には、DPF
は地方事務所所属の IT スペシャリストを一時的（1 ヶ月程度）に本部に呼び寄

せたこともあった。もし、プロジェクト開始当初から、IT を専門とするスタッ

フが、情報技術コミュニケーション管理及びウェブ GIS の日本人専門家のカウ

ンターパートとして配置されていれば、より効率的だっただろう。 
・ 情報共有/伝達分野（アウトプット2）において、DPF、IBAMAでは、現在、  各

1名の ITスペシャリストがプロジェクトに配置されている。DPFのスペシャリ

ストは InteliGEO関連の職務に専念しており、また、DPFでは、必要に応じて、

地方事務所のスペシャリストを配置している。しかし、IBAMAにおいては、IT
スペシャリストは INDICAR/SISCOM以外の職務も担当している。ITスペシャ

リストの努力及び同僚や専門家チームの支援・協力によって、 アウトプットは

産出されつつあるが、アウトプットのみならず、プロジェクト目標や上位目標達

成におけるINDICAR/SISCOMの運用/改善の重要性を考えると、IBAMA(CSR)
に、1名以上の ITスペシャリストが配置されることが望まれる。 なお、IBAMA
は、ITスペシャリストをもう1名雇用することを計画中である。 

 質:  
・ 関連する分野・経験、適切な技術レベルを有する技術スタッフが配置された。ま

た、彼らは勤勉であり、担当業務に対して、献身的である。 
 
<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高  

(b) 建物・施設  タイミング、量： 
・土地・施設：プロジェクトに必要な土地・施設はタイムリーに提供されてきた。

・プロジェクト・オフィス: プロジェクト開始以来、ブラジリア市の IBAMA本部

内の一室がプロジェクト・オフィスとして提供されている。また、DPF におい

ても、必要に応じて、専門家の執務スペースが提供されている。 
 質: 適切。  
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項目 評価  

 
<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高 

(c) 事務・運営費 総じて、プロジェクトの実施に必要な額がタイムリーに支出された。  
 
<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高 

(2)日本側  
(a)専門家  タイミング、期間、人数：:  

・ 第1回JCCで承認された専門家チームのインセプション・レポートの全体業務

計画に添って作成され、JICA の承認した年間計画通りに、4 分野の専門家が派

遣されている。  
 質、分野：  
・ 適切な分野、経験、技術レベルの専門家が派遣された。彼らは、プロジェクト・

スタッフの技術的質問に回答することをいつでも厭わない、アクセスしやすい専

門家である。 
 

<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高 

(b)本邦研修  タイミング、期間、人数:  
・適切な人数のプロジェクト・スタッフがタイミングよく本邦研修に派遣された。

 分野、内容、質:  
・特に ALOS データ利用に関するリモート・センシングの研修が実施された。研

修の分野、内容、質はプロジェクトのニーズに合致しており、評価団がインタビ

ューを行った全ての元研修員が、それらに高い評価を与えている。 
 活用:  

・研修員は全てプロジェクトに直接参加しているプロジェクト・スタッフであり、

研修で得た知識・スキルをプロジェクトの活動に十分に活用している。また、研

修で得た知識・スキルを同僚と共有している。 
 その他:  

・ DPF及び IBAMAのプロジェクト・スタッフの一部は、プロジェクト開始前に、

JICAの集団研修（リモート・センシング分野）に参加した。同研修はJICAの

通常研修であり、本プロジェクトに特化したものではなかったが、本邦研修を計

画するにあたっては、同研修の参加者のコメントが反映されており、本邦研修の

効率性を高めるのに貢献したといえる。 
 

<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高 

(c) 機材供与  タイミング:  
・ 適切さは中程度である。 
・ アウトプット1及びアウトプット3関連の機材は計画通り調達されたが、アウト

プット 2 関連の多くの機材は調達が遅れた。 DPF の情報共有メカニズム

(InteliGEO)の開発・本格運用に必要な機材は、世界的経済危機に起因する供給

不足のために調達が遅れ、最後の機材が納品されたのは2010年10月であった。

DPFの犯罪科学捜査官の鑑定書作成に必要なALOS/PALSARの高画質画像も、

手続き上の理由で、納品が 2010 年 8 月まで遅れた。ただし、DPF 及び専門家

チームの努力、ならびに IBAMAの機材の臨時貸与(無償)により、アウトプット

の産出への悪影響は最小限に留められている. (詳細は、第4章のアウトプット2
の指標2a及び2cの実績を参照)。 
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項目 評価  

 量、質、アイテム、スペック:  
・ 量、質、アイテムは適切であると考えられる。また、スペックも総じて適切であ

る。 
 運転・保守管理:  
・ これまで、機材の保守管理は適切になされてきている。   

 活用:  
・ 全ての機材はプロジェクト実施に活用されている。 
 

<アウトプット産出への貢献度> 
・ 中 

(d) ローカルコス

ト 
 タイミングと量: プロジェクト活動に必要な額がタイミングよく支出された。 
 その他: ローカルコストによって雇用されている現地スタッフが、プロジェクトの効

率的な実施に貢献している。  
 
<アウトプット産出への貢献度> 
・ 高 

4.前提条件  前提条件 A(「ALOS/PALSAR 画像(ScanSAR 画像)が、JAXA と IBAMA の協定

（K&C 協定）に基づき、JAXA によって提供される」): ALOS/PALSAR 画像

(ScanSAR画像)は（K&C協定）に基づき、JAXAによって提供されている。 
 前提条件B (「DPF 及び IBAMAが、プロジェクト共同実施協定を結ぶ」) ：当初

計画されたような共同実施協定は結ばれていないが、プロジェクトは DPF と

IBAMAの緊密なパートナーシップによって実施されている。なお、DPFと IBAMA
では、組織単位の包括的な協力協定締結に向けた手続きを開始している。 

5.他プロジェクト

との連携 
 他のJICAプロジェクト/スキームとの連携 
・ 第3国研修： プロジェクトは INPE及び IBAMA共催の「熱帯雨林モニタリン

グ中核人材育成コース」(2010-2013)と連携している。 2010年11月に開催され

た研修では、IBAMAのプロジェクト・スタッフが、プロジェクトや森林伐採発

見におけるALOS/PALSAR画像の利用について、講義を行った。  
6.その他の促進・阻

害要因 
特になし 

 
6-4インパクト

： 既に様々な正のインパクトが確認されており、今後、さらに発現することが期待される。負のイ

ンパクトは確認されておらず、予測されない。

項目 評価  
1.上位目標レベ

ルのインパク

ト 
(1) 上位目標の達

成見込み 
上位目標の達成見込みを判断することは、時期尚早であると判断された。 
 
注: 指標が十分に詳細でなく、具体的な計画値もないため、いずれにせよ、正確な達成度を予測する

ことは不可能であった。指標は、プロジェクトによってレビューされ、適宜修正される必要がある。

(2) 外部条件  外部条件A (「取り締まりのための予算とスタッフが大幅に減少しない」): ブラジル政

府にとって、アマゾン地域の違法伐採取り締まりは優先事項の一つであることから、

外部条件は満たされると思われる。 
2.その他のイン

パクト 
<既に観察されている正のインパクト> 
 ALOS/PALSAR画像の利用により、ブラジルのアマゾン地域の衛星モニタリングが1
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項目 評価  

年中可能になった。 
 ALOS/PALSAR 画 像 (ScanSAR 画 像 ) 及 び プ ロ ジ ェ ク ト の 改 善 し た

INDICAR/SISCOMを利用して、IBAMAは、2,000以上の森林伐採地を発見した。

 IBAMA の CSR 所員は、アマゾン地域だけではなく、他の地域でもALOS/PALSAR
画像(ScanSAR画像)を利用した森林伐採地発見を始めている。 

 DPF 情報共有システムである InteliGEO の構築により、ブラジル中の犯罪科学捜査

官が、鑑定書作成に有益な情報を入手できるようになった。犯罪科学捜査官は情報を

得るのにもはや複数の情報源にあたる必要がなくなり、1ヶ所（InteliGEO）だけです

むようになった。また、最新の情報を容易に得られるようになった。 
 ALOS/PALSAR画像の一般的利用に関する第2回基礎研修及び第1回上級研修には、

DPFの他部署及び他機関（INC鑑定エンジニアリング・セクション(SEPENA)から1
名、DPF航空センター(CAOP)から2名、ブラジル森林局 (SFB)から1名、CENSIPAM
から5名）が参加し、ALOS/PALSAR画像の利用に関するスキル・知識を身につけた。

 InteliGEO の利用は他の鑑定分野にも拡がりつつある。例えば、DPF が国連薬物犯

罪事務所（UNODC）の支援を受けて実施中のマリファナ作物取り締まりプロジェク

ト（SIGMA プロジェクト)及び薬物化学プロファイリング・プロジェクトが、薬物取

り締まりへの InteliGEO の利用に関心を示している。 InteliGEO の拡張にあたって

は、利用に関心をもつ者が、財政及び/あるいは技術資源を提供することになっており、

SIGMA 及び PEQUI プロジェクトは既に2台のサーバー・コンピューター、1台の

ストーレージ等を提供している。 
 DPF のプロジェクト・スタッフは、現在 SIGMA プロジェクトに配置されている 10

名の犯罪科学捜査官を対象として、ALOS/PALSAR の高画質画像の利用を含む GIS/
リモート・センシング研修（15日間）を開催した。また、この研修において、IBAMA
及び専門家チームの同意の下、プロジェクトによって開発されたカリキュラム・教材

が活用された。 なお、2011年には、20名の犯罪科学捜査官を対象とした同様の研修

コースを2回開催する予定である。 
 IBAMAによれば、ブラジルのアマゾン地域の森林伐採地域はこの2年間で40％減少

しており、これには、一部、ALOS/PALSAR 画像及び INDICAR/SISCOMを利用し

ている IBAMAスタッフの努力も寄与している。 
 

<予測される正のインパクト> 
 ALOS/PALSARの高画質画像及び InteliGEOを利用することにより、DPFは、より

多くの情報源・より正確で最新の情報をもってより質の高い鑑定書を裁判に提出する

ことが可能になる。  
 InteliGEO は DPF にとって、全ての種類の連邦犯罪用の地理情報加工システムにな

る潜在的可能性がある。  
 

<負のインパクト> 

 負のインパクトは確認されておらず、予測されない。 
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6-5自立発展性 （見込み）

： 自立発展性は確保される見込みである。

項目 評価  
1.組織・制度面  
(1) 政策的・法的支

援 
衛星画像に基づく技術情報を利用した違法伐採取り締まりに対する政策的・法的支援は今

後も継続すると見込まれる。 
(2) 組織戦略 
（出口戦略） 

DPF 及び IBAMA の代表との協議時に、プロジェクト終了までに、プロジェクト後に関

する組織戦略/出口戦略を策定する必要性が確認された。  
(3) プ ロ ジ ェ ク

ト・スタッフの

配置 

DPF の全てのプロジェクト・スタッフ及び IBAMA のほとんどのプロジェクト・スタッ

フは連邦政府の正規職員であり、雇用は保証されている。また、彼らはプロジェクト終了

後も、引続き関連ポストに配置され、プロジェクトで得た知識・スキルを職務に活用し、

プロジェクトの効果を維持することができると思われる。 
(4) 管理運営能力 DPFの INC及び IBAMAのCSRはどちらもプロジェクト活動を重大な支障なく運営管

理してきており、プロジェクト終了後も、関連活動を独力で運営管理していけると思われ

る。  
(5) 関連機関との

連携 
 DPFと IBAMA: 当初計画されたような共同実施協定は結ばれていないが、プロジェ

クトはDPFと IBAMAの緊密なパートナーシップによって実施されており、この関

係はプロジェクト終了後も維持されると思われる。なお、DPF と IBAMA において

は、組織単位の包括的な協力協定締結に向けた手続きが開始されている。 
 他機関: プロジェクトの活動は INPE や CENSIPAM といった現地機関との連携の

下、行われてきた。この連携はプロジェクト終了後も継続すると期待される。 
2.財政面 これまでのところ、DPF 及び IBAMA はプロジェクト活動実施に必要な予算を措置して

きた。また、プロジェクトを現場レベルで担当している DPF の INC 環境犯罪科学セク

ション(APMA)及び IBAMA のCSR に対する予算は、両機関のアマゾン地域の違法伐採

取り締まりに対するコミットメント及び取り締まりへの衛星画像の利用に関する組織的

関心を反映して、増加してきている。 
 
DPF については、既に、InteliGEO の拡張に際して、関心をもつ部署（薬物取り締まり

部署を含む）から財政的（及び技術的）資源の動員を開始している。一方で、プロジェク

ト期間中は日本側が調達しているALOS/PALSARの高画質画像に関するプロジェクト後

の予算確保については、不透明である。 
3.技術面  
(1) プ ロ ジ ェ ク

ト・スタッフの

技術能力 

DPF 及び IBAMA の技術能力は、アウトプットの産出状況、活動の実施において示され

た問題解決能力、専門家チームによる評価を総合的に判断すると、着実に強化されている。

技術スタッフの継続的な努力及び専門家の支援により、プロジェクト終了までには、独力

で、関連活動を計画・実施・モニタリング・評価でき、新たな課題に取り組むことができ

る能力が備わると思われる。 
(2) 移転技術と成果

品の活用と普及 
これまでに移転された技術・手法及び成果品は現地の技術ニーズ・技術レベルに適合した

ものである。移転技術/手法及び成果品は、これまで十分に活用されてきており、プロジ

ェクトが開発/改善した InteliGEO・INDICAR/SISCOM、及びプロジェクトの実施した

研修によって、DPFの犯罪科学捜査官及び IBAMA の環境分析官に普及されている。プ

ロジェクト終了後も、移転技術/手法及び成果品は継続的に活用され、普及されると見込

まれる。  
(3) 供与機材の活用

と保守管理 
 活用: プロジェクトによって供与された機材は十分に活用されている。供与機材は違

法伐採の取り締まりのための衛星画像を用いた技術情報提供に不可欠なものであり、

プロジェクト終了後も活用されると見込まれる。  
 運転・保守管理: 供与機材のメーカーにより、運転・保守管理マニュアル（英語版）

が提供されている。DPF 及び IBAMA の技術スタッフは、既に供与機材を自分たち

で運転することができる。供与機材の日常点検・保守は DPFあるいは IBAMAのエ
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項目 評価  

ンジニアによって行われている。専門家チームによれば、内部では対応できない不具

合が生じた場合でも、現地業者に対応能力があるとのことである。また、ほとんどの

機材が現地で調達されたため、部品・消耗品はブラジル国内で入手可能である。これ

らを総合すると、プロジェクト終了後の運転・保守管理には大きな問題はないと思わ

れる。  

29



 

 

 

第 7 章 結論 

 全般的にプロジェクトはスムーズに進捗し、森林伐採地特定に必要な時間の大幅な短縮やブラジ

ル国内での技術研修を通じたDPF及び IBAMA職員の技術レベルの向上等、確実な成果を残してい

る。この意味でプロジェクトの目標達成レベルは高く評価できるものである。 

情報フローの改善については世界経済の停滞に起因する供給不足により、DPFにおける情報共有メ

カニズムの構築に必要な機材の購入遅延という厳しい課題に直面したが、これによるプロジェクト

への悪影響はDPFと IBAMAの密接な連携協力により最小限に抑えられた。また構築された情報共

有メカニズム InteliGEO は本プロジェクト目的の達成はもとより、様々な分野の科学捜査にかかる

情報フローの改善にも大きく貢献する可能性を持ちつつある。 

 評価項目に関して、アマゾン森林保全にかかる全体的な潮流における本プロジェクトの妥当性は

現在も維持されている。また有効性の観点からは、プロジェクトは目標の達成にむけ正しい方向性

を持って進捗している。自立発展性についても確保される見込みであるが、プロジェクト全体が

ALOS画像の使用を前提として構築されていることを考慮し、今後の継続的なALOS画像の確保に

むけては努力が求められる。 

 プロジェクトの運営面に関し、全般的にな運営状態は良好であるが、プロジェクトの進捗モニタ

リングの面では改善の余地を残しており、これについては PDM の改定が貢献するものと考えられ

る。 

 また確認可能なアウトプット以外にも、本プロジェクトにかかるブラジル国民の高い認知度が違

法伐採に対する抑止効果をもたらしている可能性もあり得る。 

 約 1年半の残り協力期間において継続的な取り組みを行うことにより、本プロジェクトはアマゾ

ン森林保全のために多大なインパクトを与えるとともに、革新的技術と多機関による連携アプロー

チを重用した日本・ブラジル両国の協力にかかる成功事例としての象徴的役割を果たすことも可能

であると考えられる。 
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第 8 章 提言と教訓 

 

8-1 提言 
合同レビュー報告書に記載された提言は以下のとおり。 

 

・DPF、IBAMA間の合意文書 

 プロジェクト終了後のDPFと IBAMA間の継続的な連携協力を確実にするため、両機関間で相互

連携にかかる合意文書を 2011年の上半期中に締結する。 

 

・ALOSデータの継続的使用 

 現在 IBAMA と独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）間の合意に基づき提供されている

ALOS/PALSAR の ScanSAR 画像について本プロジェクトの協力期間を通じて継続的に使用可能と

し、更に ScanSAR 画像を含め違法伐採の発見に必要される ALOS の様々な画像を協力期間終了後

も入手可能にするようブラジル側は努力を行う。 

 

・フィードバック・システムの構築 

 違法伐採地検出にかかる精度/スピードの更なる向上とアウトプット 2 の達成度のモニタリング

への貢献を目的とした、違法伐採地現地確認結果にかかる IBAMA の地方事務所から IBAMA 本部

へのフィードバックにかかるフィードバック・システムを構築する。 

 

・ALOS/PALSAR画像の判読技術 

違法伐採モニタリングシステムにおいて ALOS/PALSAR 画像の判読技術が非常に重要な役割を果

たすことから、マニュアルの作成等による当該技術の文書化や当該技術をもった人材の育成につい

て努力が行われなければならない。 

 

・ブラジル国内研修参加者にかかるフォローアップの強化 

今後の研修内容の更なる改善に向け、ブラジル国内研修参加者に対する研修修了後のフォローアッ

プがシステマティックに実施されなければならない。 

 

・PDMの修正 

本中間レビューで使用した評価用PDM（PDME）に基づき、本プロジェクトのPDMを修正する（こ

れについては本中間レビュー実施中に実施された JCCにて修正について承認を得た）。なお上位目

標にかかる適当な指標についてもプロジェクトが 2011年度の上半期中に決定する。 

 

・年間活動計画の策定 

2010年末までに、DPF,IBAMA及び専門家チーム間の協議に基づき2011年度の年間活動計画（APO）

が準備され、プロジェクト・ダイレクター及び JCC議長によって承認されなければならない。 
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・定期会合の開催 

 プロジェクト管理体制の改善のために、DPF、IBAMA 及び専門家チーム間において様々なレベ

ルの定期会合が開催されることが望ましい。 

 

・レポートの作成・提出 

 プロジェクトの実施スケジュールに基づき、プロジェクトにより、セミアニュアルレポート、ア

ニュアルレポート、プロジェクト終了時レポートが作成・提出される必要がある。 

 

・IT専門家の人数 

 INDICAR の円滑なオペレーションのために適切な人数の IT専門家が配置される必要がある。 

 

8-2 教訓 
 

・本プロジェクトにおいては、実施機関であるDPFと IBAMA間はもとよりブラジル国立宇宙研究

所（INPA）やアマゾン保護システム運営管理センター（CENSIPAM）等他の政府機関も含めた政

府機関間の相互連携がプロジェクトの円滑な進捗に貢献している。プロジェクトの成功にはこのよ

うな政府機関間の円滑な相互連携が重要である。 

 

・特に高い特殊性を有する機材を調達・活用するプロジェクトの実施にあたっては、市場における

当該機材の供給状況等を慎重に確認した上で、機材調達スケジュールを検討することが望ましい。 
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